令和４年度　再々評価調書
１ 事業概要
	事業名
	泉佐野丘陵緑地整備事業

	担当部署
	都市整備部公園課公園整備グループ（連絡先　06－6944－9314）

	事業箇所
	泉佐野市上之郷、日根野

	再々評価理由
	再評価後５年間を経過した時点で継続中

	事業目的
	本事業は、泉佐野コスモポリスの跡地を、平成10年の民事調停を踏まえて府が買い戻すとともに、その優れた景観、豊かな環境を保全しつつ、将来を含めた府民の貴重な財産である泉佐野丘陵部の利活用を図る必要があるため、実施するものである。
事業を進めるにあたっては、21世紀にふさわしい新しいタイプの公園づくりを目指して、計画段階から整備・管理運営まで、社会情勢の変化に柔軟に対応する「シナリオ型」事業スキームを採用し、利用者にとって必要不可欠な施設のみを初期段階で設置するとともに、府民、ＮＰＯ、企業等との連携・協働により「つくり続ける」公園を目指している。

	事業内容
	・全体計画面積74.5ha　　　　　　　　・開設済面積14.9 ha（令和２年度末）
・未開設区域面積　59.6 ha
（開設済区域の主な施設）
　　パークセンター、休憩所（郷の館）、棚田（郷の棚田、レンジャー棚田）、レンジャー広場、水辺の広場、散策路、トイレ　等
（未開設区域の主な整備予定施設）
　　散策路、トイレ、多目的広場 等

	事業費
（　）内の数値は
再評価時点のもの
	全体事業費：175.0億円（175.0億円）〔国：22.6億円、府：152.4億円〕

	
	（内訳）用地費　150.3億円（150.3億円）
　　　　工事費　 24.7億円 （24.7億円）

	【工事費の内訳】
 造成費　 2.0億円 （2.0億円）
建設費　22.7億円（22.7億円）

	事業費の変更理由
	

	維持管理費
	　約5,000万円／年（令和３年度実績）


２ 事業の必要性等に関する視点
	
	事前評価時点H18
	再評価時点H28 
	再々評価時点R4
	変動要因の分析

	事業を巡る
社会経済
情勢等の
変化
	S62.12 ㈱泉佐野コスモポリス設立
(H6～　事業計画の見直し)
H9.9   民事調停申立
H10.5　民事調停成立（→解散）

H10.8　府土地開発公社が用地先行取得
H18.5　泉佐野丘陵部土地利用検討委員会設置
H18.10 府議会で用地買戻しと基本計画等策定費についての議案成立
	開設面積　12.7ha
(H26.8一部開園)
	開設面積　14.9ha
(H31.4追加開園)
・令和元年度に泉佐野市から大阪府に対して、泉佐野丘陵緑地の未整備区域（東地区、西地区）の土地利用方針について、公園用地から産業政策の展開エリアへ抜本的に見直すよう要望があった。

・土地利用の促進、産業用地の確保、地域経済の振興といった点において大きな意味を持つため、令和２年度から、土地利用方針の見直しについて検討を行い、東・西地区については産業集積用地に変更し、中地区については、市に移管するという方針について、府・市で合意したところ。
	


	
	事前評価時点H18
	再評価時点H28 
	再々評価時点R4
	変動要因の分析

	地元の

協力体制等
	○隣接する泉佐野市公園計画エリアにおいて、本事業エリアとの一体的な利用を目指し、相互に連携を図りながら事業を推進していく。
○公園で展開する多様なプログラム等においては、行政主導で進めるのではなく、地元住民の参画を求めながら進めていく。
	○公園ボランティア「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」が「つくり続ける公園」を実現する大きな原動力となっている。（会員96名）
（H27年度活動：約120日）
【主な活動内容】
・園路や階段などを整備
・竹林管理や工作体験等のプログラムを提供
○泉佐野丘陵緑地における活動を公募し、来園者へプログラムとして提供
（H27年度活動：12件）
【プログラム例】
園外の史跡と園内散策を楽しめるウォーキングツアー
○地元市の協力
・コミニュティバスの運行
	○コロナ禍でも公園ボランティア「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」が「つくり続ける公園」を実現する大きな原動力となっている。（会員103名）
（令和3年度活動：約113日）
【主な活動内容】
・農体験や自然観察、竹工作の体験等のプログラムを提供
・竹林管理やホタル等の生息調査を行う
○泉佐野丘陵緑地における活動を公募し、来園者へプログラムとして提供
（R3年度活動：９件）
【プログラム例】
サツマイモ掘りと園内のオリエンテーリングを組み合わせたイベント
○地元市の協力
・コミニュティバスの運行
※泉佐野市都市計画マスタープラン改定時におけるパブコメでは、反対意見はなし
	○平成20.6 企業グループ「大輪会」による継続支援が決定。（令和9年までで、４年に見直し予定）
※ボランティアの養成や、公園づくりに必要な資機材等の提供など、13年間（平成30年度～令和4年度）で総額2.3億円を支援済み。
○平成22年度に「泉佐野丘陵緑地パーククラブ」設立。パーククラブの高齢化に伴い、東西地区については整備の担い手とならないとの意思表示あり。
○府民や地域の団体などとの協働による様々な体験型プログラム等が積極的に実施されている。


	事業の投資効果
＜費用便益分析＞
または
＜代替指標＞
	【効果項目】
直接利用価値・間接利用価値
【分析結果】
○事業全体
・B/C＝2.57
B＝434.0億円　C＝169.2億円
【算出方法】
・直接利用効果
　健康・心理的なうるおい・レクリエーション空間の提供
・間接利用効果
都市環境維持・改善
都市景観の保全提供
都市防災機能の確保
【受益者】
公園利用者、周辺住民
※改訂　大規模公園費用対効果分析手法マニュアル
（H16.2発行　国土交通省都市部・地域整備局公園緑地課監修）
	【効果項目】
直接利用価値・間接利用価値
【分析結果】
○事業全体
・B/C＝1.65
　B＝265.0億円　C＝161.0億円
○残事業
・B/C＝1.21
　B＝15.4億円　C＝12.7億円
【算出方法】
・直接利用効果
　健康・心理的なうるおい・レクリエーション空間の提供
・間接利用効果
都市環境維持・改善
都市景観の保全提供
都市防災機能の確保
【受益者】
公園利用者、周辺住民
※改訂第３版 大規模公園費用対効果分析手法マニュアル
（H25.10発行　国土交通省都市局公園緑地・景観課監修）
	【効果項目】
直接利用価値・間接利用価値
【分析結果（参考）】
※東西地区を除く中地区のみの場合

・B/C＝4.76

　B＝354億円　C＝74億円

【算出方法】
・直接利用効果
　健康・心理的なうるおい・レクリエーション空間の提供
・間接利用効果
都市環境維持・改善
都市景観の保全提供
都市防災機能の確保
【受益者】
公園利用者、周辺住民
※改訂第４版 大規模公園費用対効果分析手法マニュアル
（H30.8改訂　国土交通省都市局公園緑地・景観課監修）
	・費用対効果分析手法マニュアルの改訂（平成30年8月）による算出式の変更


	
	事前評価時点H18
	再評価時点H28
	再々評価時点R4
	変動要因の分析

	事業効果の
定性的分析
（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】
都市環境の維持・改善
都市景観の保全・提供
【受益者】
公園利用者、府民
	

	事業の進捗状況
＜経過＞
①事業採択年度
②事業着工年度
③完成予定年度
	【計画予定区域（74.5ha）】
①平成19年度
②平成19年度
③平成26年度
	【計画区域（74.9ha）】
①平成19年度
②平成19年度
③平成40年度
	【計画区域（74.5ha）】
①平成19年度
②平成19年度
③令和10年度
※東西地区含む

	基本計画･基本設計策定（H19.10）における事業手法の見直しにより、完成予定年度を修正


	＜進捗状況＞
	－
	【計画区域（74.9ha）】
・全体　　93％
（162.7億円／175.0億円）
・用地　　100％
（150.3億円／150.3億円）
・工事　50％
（12.4億円／24.7億円）
	【計画区域（74.5ha）】
・全体　　94％
（165.0億円／175.0億円）
・用地　　100％
（150.3億円／150.3億円）
・工事　60％
（14.7億円／24.7億円）
※東西地区含む
	

	事業の必要性等に関する視点
	・本事業は、泉佐野コスモポリスの跡地を、平成10年の民事調停を踏まえて府が買い戻すとともに、その優れた景観、豊かな環境を保全しつつ、将来を含めた府民の貴重な財産である泉佐野丘陵部の利活用を図るものであり、事業としての必要性に変化はないが、整備開始時点から社会情勢は変化している。
	


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業の進捗の
見込みの視点
	・平成19年度に用地買収は完了している。
・泉佐野市からの要望を踏まえ、府として、土地利用の促進、産業用地の確保、地域経済の振興といった観点を踏まえ、検討を行い、東・西地区については産業集積用地に変更し、中地区については、市に移管するという方針について、府・市で合意したところ。

・その合意を踏まえ、既に、市において東地区の事業実施に向け、手続きを開始したところ。

・中地区については、３地区の中核ゾーンとして整備され、概成している。市の意向である、「東、西地区の産業集積地区と併せて、一体的なまちづくりを進めたい」との意向を踏まえ、市営公園としての移管に向けて、協議調整を開始したところ。


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	コスト縮減や
代替案立案等の
可能性の視点
	【コスト縮減】
・現況の森林・竹林を保全・活用するため、施設整備は必要最小限としており、工事費については、造成工事、植栽工事、排水、電気・給水等の施設工事など、公園事業として必要な基盤となる工事であり、コスト縮減の余地はない。
【代替案立案】
・計画段階から整備・管理運営まで、社会情勢の変化に柔軟に対応する「シナリオ型」事業スキームを採用し、府民、ＮＰＯ、企業等との連携・協働による公園づくりを実施しているため、代替案立案の余地はない。
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５ 特記事項
	自然環境等への
影響とその対策
	里山の雑木林や竹林を保全・管理することにより、林床環境の改善を行い、生物多様性に資する良好な樹林を形成し、生きものにとって棲みやすい自然環境を形成してきた。
中地区についてホタルの生息調査を行うなど、自然環境を主眼においた事業展開を行っている。
東西地区については産業用地化の予定であるが、公園区域から外れることになってもミティゲーションバンキングなどに取り組むなど、最大限の対策を行うべきである。

	事前評価時の意見具申（付帯意見）
と府の対応
	【前回意見具申（付帯意見）の内容】
・当該地域の神社等歴史的資源も活用し、文化的価値も高めていくべきではないか。
・当該地域で活動している青少年団体など、ソーシャルネットワークとの連携を図るべきではないか。
【府の対応】
・公園の理念に「地域の活性化等に役立つ公園づくり」「シナリオ型の公園づくり」を位置付け、その理念に基づき、園内にある棚田跡の復元、日本の伝統工法である木造軸組み工法を採用したパークセンターの建築、地元の意賀美神社で行われている雅楽の出張演奏、日根神社の枕神輿や大阪府初の重要文化的景観に指定された日根荘のパネル展示、地域の料理研究部による郷土料理の紹介、民俗研究会による伝統農機具の展示・体験、観光ボランティアによる地域の民話の紙芝居や地域の史跡と園内散策を楽しめるウォーキングツアーの実施、地域の子どもたちによる環境活動、工科高校作成の木製電気自動車の乗車体験、伝統的な大工技能を学ぶ専門学校作成の木製休憩所の展示・活用、支援学校との連携による花づくりなど、地域の伝統文化や地域活動との連携を図っている。

	上位計画等
	【上位計画】
・みどりの大阪推進計画（H21.12）　　　　　　　 　・大阪府営公園マスタープラン（H31.3）

・泉佐野丘陵緑地マネジメントプラン（案）（R2.4）　・大阪府都市整備中期計画（R3.1）
・大阪パークビジョン（R3.12）

【関連計画】
・泉佐野市都市計画マスタープラン（R4.8）　　　　 ・泉佐野市緑の基本計画（H31.3）　

	その他特記事項
	・学識経験者、公園ボランティア、地元代表などにより構成された泉佐野丘陵緑地運営審議会を通して、運営・管理状況の評価や方針の見直しを行っており、事業の透明性の確保やきめ細やかなＰＤＣＡを実施。
・「土木学会関西支部／技術賞部門賞」受賞（H27.5））
・「第35回緑の都市賞／内閣総理大臣賞」受賞（H27.11）
・「特定非営利活動法人美し国づくり協会/美し国づくり大賞特別賞」受賞（H29.6）

・「みどりの愛護功労者国交大臣表彰」受賞（R1.5）
・「土木学会関西支部／地域貢献賞」受賞（R4.4）


６ 対応方針（原案）
	対応方針
（原案）
	○事業一部中止（東西地区は公園事業中止、中地区は概成）
＜判断の理由＞
・泉佐野市からの要望を踏まえ、府として、土地利用の促進、産業用地の確保、地域経済の振興といった観点を踏まえ、検討を行い、東・西地区については産業集積用地に変更し、中地区については、市に移管するという方針について、府・市で合意したところ。

・その合意を踏まえ、既に、市において東地区の事業実施に向け、手続きを開始したところ。

・中地区については、３地区の中核ゾーンとして整備され、概成している。市の意向である、「東、西地区の産業集積地区と併せて、一体的なまちづくりを進めたい」との意向を踏まえ、市営公園としての移管に向けて、協議調整を開始したところ。
・なお、泉佐野丘陵緑地における理念等は、中地区において、公園移管後も継承されるよう、協議調整を進めていく。
以上の理由から、事業計画の変更を行いたい


